
東京都北区地域生活支援事業実施要綱 

１ ８ 北 福 障 第 ８ ３ ５ 号 

平成１８年９月２２日区長決裁 

 

（目的） 

第１条  この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律(平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。)第７７条の規定に

基づく地域生活支援事業(以下｢事業｣という。)の実施に当たり、必要な事項

を定め、障害者及び障害児（以下「障害者（児）」という。）がその有する能

力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう

地域の特性及び利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業を効率的か

つ効果的に実施し、もって障害者（児）の福祉の増進を図るとともに、障害

の有無にかかわらず区民が相互に人格及び個性を尊重し、安心して暮らすこ

とのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（障害者の定義） 

第２条 この要綱の事業において障害者とは、第１号から第４号までに規定す

る者をいい、障害児とは第５号に規定する者をいう。 

（１）身体障害者 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第４条に

規定する者 

（２）知的障害者 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的

障害者のうち１８歳以上である者 

（３）精神障害者 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号）第５条に規定する精神障害者のうち、同法第４５条に規定

する精神保健福祉手帳所持者、法５２条に規定する自立支援医療受給者証

受給者又は国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第３０条に規定する

障害基礎年金受給者 

（４）難病患者 法第４条に規定する治療方法が確立していない疾病その他の

特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が

定める程度である１８歳以上である者 



（５）障害児 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４条第２項に規定

する障害児 

 

（実施事業） 

第３条 区長は、事業として次に掲げる事業を実施する。 

（１）障害者相談支援事業(法第７７条第１項第３号に規定する事業) 

（２）成年後見制度利用支援事業（法第７７条第１項第４号に規定する事業) 

（３）意思疎通支援事業(法第７７条第１項第６号に規定する事業) 

（４）日常生活用具等経費補助事業(法第７７条第１項第６号に規定する事業) 

（５）手話奉仕員養成研修事業(法第７７条第１項第７号に規定する事業) 

（６）移動支援費補助事業(法第７７条第１項第８号に規定する事業)  

（７）地域活動支援センター機能強化事業(法第７７条第１項第９号に規定する

事業)  

（８）その他の事業(法第７７条第３項に基づく事業) 

ア 身体障害者訪問入浴サービス経費補助事業 

イ 知的障害者職親委託事業 

ウ 障害者運転免許取得経費補助事業 

エ 身体障害者用自動車改造費補助事業 

オ 日中一時支援経費補助事業 

 

（障害支援区分） 

第４条  前条に規定する事業のうち障害支援区分の認定が必要な事業は、移動

支援費補助金交付事業及び日中一時支援経費補助事業とし、認定に必要な意

見書は区の負担により主治医に依頼する。 

 

（補助額） 

第５条 第３条に規定する各事業の補助額は、別途定める実施要綱に規定する。 

 

 

（基準額） 



第６条 第３条に規定する各事業の基準額は、別途定める実施要綱に規定する。 

 

（利用者負担） 

第７条  第３条第４号、第６号並びに第８号ア及びオに規定する事業の利用者

は、当該事業に関する補助金（以下「補助金」という。）の請求及び受領の委

任を、区が当該事業を実施するために指定した事業者のうちから選定し契約

した事業者（以下「事業者」という。）へ依頼するとともに、当該事業に係わ

るサービス購入額と補助金との差額（以下「利用者負担額」という。）を事業

者に支払うものとする。 

 

（利用者負担額の負担上限月額) 

第８条 第３条第６号並びに第８号ア及びオに規定する事業の利用者負担額の

負担上限月額は、次の表のとおりとする。 

第一覧 
（区分） 

第二欄 
（世帯の収入状況等） 

第三欄 
（負担上限月額）

生活保護 生活保護受給世帯 ０円

低所得 対象者等が区市町村民税非課税世帯 ０円

一般（課税）

対象者が障害児であって、対象者等の区市町村民税課税

の所得割が２８万円未満 
４，６００円

対象者等の区市町村民税課税の所得割が１６万円未満 ９，３００円

上記以外 ３７，２００円

備考： 
１.第二欄の「対象者等」とは、対象者及び当該対象者と同一の世帯に属する者（障害者に

あってはその配偶者に限る。）をいう。 
２.第二欄の「所得割」とは、扶養親族を有する者にあっては、地方税法等の一部を改正す

る法律（平成２２年法律第４号）による改正前の地方税法第３１４条の２第１項第１１
号の規定を適用して計算した額をいう。 

２ 第３条第４号に規定する事業の利用者負担額の負担上限月額は、次の表

のとおりとする。ただし、点字図書及び住宅設備の改善については、それ

ぞれの要綱に別途定める。 

 

第一覧 
（区分） 

第二欄 
（世帯の収入状況等） 

第三欄 
（負担上限月額）



生活保護 生活保護受給世帯 ０円

低所得 対象者等が区市町村民税非課税世帯 ０円

一般（課税） 対象者等が区市町村民税課税世帯 ３７，２００円

備考：第二欄の「対象者等」とは、対象者及び当該対象者と同一の世帯に属する者（障害
者にあってはその配偶者に限る。）をいう。 

 

（高額地域生活支援給付費の支給） 

第９条 区長は、移動支援費補助事業（個別支援型）、身体障害者訪問入浴サー

ビス経費補助事業又は日中一時支援を利用した者に対し同一月における次の

各号に掲げる額の合算額が前条第１号に規定する負担上限月額を超えるとき

は、その超過額を高額地域生活支援給付費として支給することができる。 

(１) 移動支援費補助事業（個別支援型）、身体障害者訪問入浴サービス経費補

助事業及び日中一時支援経費補助事業の利用者負担額の合計額 

(２) 法第５条第 1 項に規定する障害福祉サービス及び同条第２４項に規定す

る補装具の購入又は修理に要した利用者負担額の合計額から法７６条の２

第１項の規定により高額障害福祉サービス等給付費として支給された額を

控除して得た額 

(３) 児童福祉法第２１条の５の２に規定する障害児通所給付支援事業の利用 

者負担額の合計額から児童福祉法第２１条の５の１２第１項の規定により

高額障害児通所給付費として支給された額を控除して得た額 

 

（高額地域生活支援給付費の支給の申請) 

第１０条 前条の規定により高額地域生活支援給付費の支給を受けようとする

者（以下「申請者」という。）は、高額地域生活支援給付費支給申請書（別記

第１号様式）により、区長に申請しなければならない。 

 

（高額地域生活支援給付費の支給の決定等) 

第１１条 区長は、前条の規定による高額地域生活支援給付費の支給申請があ

った場合は、申請内容等を調査し、支給の可否を決定したときは、高額地域

生活支援給付費支給（不支給）決定通知書（別記第２号様式）により申請者



に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により支給の決定を行ったときは、第９条の規定によ

り算定された額を当該決定を受けた者へ支給するものとする。 

 

（利用者負担の軽減) 

第１２条 利用者負担額の軽減は、事業ごとに別途定める要綱に規定する。 

（利用料の端数処理) 

第１３条 第８条に規定する利用者負担額の計算において、１円未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

 

付 則 

この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

付 則（平成２１年３月１２日区長決裁２０北福障第４１８２号） 

この要綱は、平成２０年７月１日から適用する。 

付 則（平成２３年１月１９日区長決裁２２北福障第３８５１号） 

 この要綱は、平成２２年４月１日から適用する。 

付 則（平成２４年３月２３日区長決裁２３北福障第４８１７号） 

 この要綱は、平成２４年４月１日から適用する。 

  付 則（平成２４年９月１２日区長決裁２４北福障第２７８４号） 

 この要綱は、平成２４年４月１日から適用する。ただし、第８条第１項の表 

備考の改正については、平成２４年７月１日から適用する。 

付 則（平成２５年３月２７日区長決裁２４北福障第４７９５号） 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則（平成２６年３月１７日区長決裁２５北福障第５０２４号） 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

付 則（平成２７年３月２７日区長決裁２６北福障第５２０４号） 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する 

付 則（平成３１年３月７日区長決裁３０北福障第５２９３号） 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する 

 


